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1．はじめに

　近年，『資本論』についての概説書・研究書（論文）の公刊・出版があい

つぎ，その研究水準は一昔前に比べると格段の相違があり，まさに隔世の感

がする。原理的な問題についての論点は，もはや出尽したかに見えよう。と

ころがさにあらず，商業資本論についてのみは他の分野の研究水準に対して

甚だしく遅行していると思おれるのである。ここ数年を脾睨してみても商業

資本論についての目新しい論点・視覚はほとんど提出されておらず，また，

見るべき論争も起っていないL。行なわれたことといえぽ，一昔も二昔も前

に提起された論点の焼き直し程度のものにすぎず，また，論争を仕掛ける者

が現れたとしても，仕掛けられた者のほとんどが黙殺の一点張りを貫徹する

という体たらくである。何故にこのような停滞状況に陥ってしまったのか？

それは，一つには，初発の段階において用語についての精緻な検討，文章構

造の緻密な解析，諸命題の整合性についての厳密な分析等が十分に行なわれ

ていなかったことにもよるのではあるまいか？　言い換えれぽ，専らローゼ

ンベルグや宇野弘蔵氏のようないわゆる「権威者」の御託宣のみに関心を集
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中させ，その命題をこねくり回し，改良することにのみ終始してきたからで

はあるまいか？

　本稿ぱ，以上のような停滞状況にあると思われる商業資本論分野にとって

のいわば原点に立ち戻るべく論争的に諸論点を提起することを目的とする。

したがって，筆者がかつて論じた諸点を重複させることにもなるが，この論

点が一つの叩き台となって活発な論争（反論）が展開されることを切に望む

ものである。

　　　〔注〕

　　1　管見の及ぶ限り、近年において以下の著書が刊行されている。

　　　①　谷ll「宗隆：流通過程の理論、千倉書房，1981年5月。

　　②　山口重克：競争と商業資本二岩波書店，1983年2月。

　　③　平田清明：コンメンタール「資本」4、日本評論社，1983年3月。

　　　④　岡田裕之⇔経済原論（下）』法政大学出版局、1983年11月。

　　　以上の4点のうち．③を除いた他のものは過去の論稿のまとめとしての公刊て

　　あり，新しい論点といえるものはほとんどないように見うけられる。

II．商業資本論問題の核心

　商業資本論を商品取引資本の問題のみに限定するならば，最も難解なの

は，：資本論』第3巻第4篇第17章「商業利潤」の解釈・吟味であろう。第

16章「商品取引資本」，第18章「商人資本の回転。諸価格」，第20章「商

人資本に関する歴史的考察」の各章には，多少の問題点があるとはいえ，原

理的に検討に値する論点はさして存在しないと思われる。

　そこで，本稿では，第17章の検討に範囲を限定しよう。

　第17章でのマルクスの狙いは，商業的価格追加分（＝商人が購買価格に

付け加えるもの＝商業利潤＋商業費用の補填価格成分）が，商人の恣意的な

決意によって付け加えられたもの，すなわち，流通過程で新たに発生した価

格成分ではなく，生産過程で前もって賃金労働者の労働によって創造され
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　　　　　　　　　　　　　　　　　商業資本論の論争点について（U（但馬）

た，すでに実存するものとしての価値の分解分としての価格（二価値の裏付

けを持った価格＝価値に還元されうる価格）であることを論証することにあ

ったものと思われる。

　商業資本自立化の問題は，マルクス自身にとってはさして問題であったと

は思おれず，すでに，第4篇に先立ってその自立が前提されていたと思われ

ることは，前稿で論じた通りである2。

　したがって，マルクスにとっての課題は，第4篇以前において商業資本＝

0（ということは，「流通過程の資本」＝0であるということ）であったもの

が，第4篇に至って商業資本量＞0となることによる一般的利潤率の補足

pt一齢力㌔還＋、）の問題と・商難本力噺たに計算式に算入された

結果としての社会的総価格（＝総商業価格ΣV）が総価値k＋mに一致す

ることとを実証することである3。但し，ここで，p’＝一般的利潤率，η2＝

総剰余価値，k＝総産業資本＝不変資本c＋可変資本v，　B＝商品買取資本，

z＝純粋流通費用としての商業費用＝「不変資本」K＋「可変資本」b，をそ

れぞれ意味している。

　第17章においてマルクスは，上記の課題を2段階に分けて検討している。

　第1段階では，B＞O，　z＝0を前提しての実証である。そこでは，　Bが一

般的利潤率の分母に算入されないことが仮定された結果として出てくる総価

格（＝名目価値）が，総価値（＝実質価値または現実価値）を上回ることの

不合理さを理由とする最初の仮定の否定という背理法的論証により，Bの一

般的利潤率への算入を根拠づけ，且つ，総価値＝総価格（ΣV）を示してい

る。記号的に示ぜぽ次の通りである。

　〔Bが獅の分母に算入されない場合〕

　　　　　　’ぴ＝万

　・ΣV＝fe（1＋P’）＋B獅

　　　　＝（fe　十m）十B獅　　〔∵んZプ＝m〕

　　　　＝名目価値

　　　　　　　　　　　　　　　一　3－　　　　　　　　　　　　　　　　　］9



　　∴名目価値〉実質価値（＝fe＋m）

　　　これぱ，不合理

　　したが・て・前提としてのpt一隅・獅一捻へと修正される・とが

　　必要。

　〔Bがグの分母へ算入された場合〕

　　　　　m　・獅＝
　　　　ん十B
　・ΣV＝k（1＋獅）＋B獅

　　　　＝k寸〃2　〔’・’（k十B）P「＝m〕

　　　　＝名目価値

　　∴名目価値＝実質価値＝々＋11z

　　このことにより，商業利潤が流通過程で新たに発生したものではなく，

　生産過程で創造されたすでに実存する価値の分解分としての価格によって

　構成されていることが論証された（とマルクスはいう）わけである。

　第2段階は，B＞0，2＞0となった場合の論証である。ここでぱ，第1段

階のようなBが一般的利潤率の分母に算入されないという仮定から生じる

不合理をBの獅の分母への算入の根拠づけと同様な方法は，もはやとられ

ない。何故ならば，第1には，前と同様の繰り返しを避けるためであり，そ

して，第2には，マルクスにとっての一般的利潤率の計算式そのものが総剰

余価値を総前貸資本によって除したものに等しいCこれを筆者は前稿で「定

義式」と命名した4）のであるから，原理的にぱ，Bのp’の分母への算入

も（B＋z）のグの分母への算入も同じだからである。それでは，何故に2

段階に分けたかといえぽ，Bとzの機能の差異を検討するためが第1の理

由であり，第2の理由としては，Bとzとの価格構成分への算入の仕方の

相違があるからである。第2の理由を少しく敷桁するなら，Bの投入による

商業的価格追加分はB獅，すなわち商業利潤のみであるが，zの場合のそれ

は，zp’＋z，すなわち（商業利潤＋商業費用の補墳分）となるからである。

　かくして，第2段階では，zのp’の分母への算入の根拠は厳密には問わ

　20　　　　　　　　　　　　　　　　　　－　4　一



　　　　　　　　　　　　　　　　　商業資本論の論争点について山1但馬．

れることなく，p’の分母への算入が前提されて問題が論じられているので

ある5。

　ところが，算入されるものとして前提して論をすすめた結果，新たな問題

が発生する。おそらく，マルクス自身は，このことを最初から承知の上で，

2段階に分割して論じたと思われるのだが，ともかく，次のような展開とな

っている。

　〔B＞0，z＞0の場合〕

・
P’一〃＋（m

B十z）

　・ΣV＝名目価値

　　　　＝fe（1十pt）十（B十z）P’十z

　　　　＝（k⊥m）十z

　　∴名目価値〉実質価値（＝k＋m）

　この名目価値と実質価値との差額としてのzの補填価格について，マル

クスは，「一つの名目価値を形成する一要素として販売価格に入る」6として

いるが，これぱ，正しくは，純粋の名目的な価値付加分（価値に還元されえ

ない価格成分）を形成する一要素として販売価格に入る，と読み替えるべき

であろう7’。このように読まねぽ全く筋が通らぬのである。

　上のような名目価値の解読が正しいとするなら，残された問題ぱ，その部

分が一見してマルクスがそのような総価値を超過する価格成分（zの補填

価格としての純粋名目価値成分；1130というΣVの数字例の50に相当す

るもの）を容認しているかに見える文章となっている点である。つまり，

B＞0，z＝0の場合には，実質価値＝現実価値cRealwert）を超過する名目価

値Nominalsvert／’としての価格成分を否定しておきながら，ここでは，それ

を肯定しているかに見える点である。

　この点こそが，第17章における問題の核心なのである。にもかかわらず，

この点について言及している論者はかつて見当らない。

　ローゼンベルグは，この間の事情についての論及を避け，結果としての
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50を総価値内に引っ込めるために次のような方法を考案した。

　ゐ（1十pり十（B＋z）p「⊥z＝ん十フノz

　　　　　　アアヱ　ろ　　∴pt＝々＋（B＋z）

　一般的利潤率がこのように計算（筆者は前稿で，この試算式を「修正式」

と命名したS）されれば，zの補填価格も価値に還元されうる価格となり，

その合理性が保証されることとなる。おまけに，分子の（m－z）は，第2

巻第6章の「剰余価値からの控除」9に対応しているように思われる。

　ローゼンベルグは，おそらく，そう考えたのであろう。

　しかし，前稿で詳細に検討したように，マルクスは，そのように考えては

いなかった。

　マルクスにとって次の2命題は変更不可能なものであったのである。

1）・搬的利糖グーk．（nlB十z）（定戴）

　II）．総価値（実質価値）＝総商業価格ΣV（名目価値）

　この2式のうち1）．がマルクスにとって変更しがたいものであることを

示すものとして，例えば次のような叙述をあげておこう。「商人資本は，剰余

価値の生産には参加しないにもかかわらず，平均利潤への剰余価値の均等化

に参加する。それゆえ，一般的利潤率は，商人資本に帰属する剰余価値から

の控除を，すなわち，産業資本の利潤からの一控除を，すでに含んでいるの

である」’°・・の叙述は・pt－々盤・ついてい励たものである．つまり，分

子における引き算がなされていないにもかかわらず「剰余価値からの控除」

がいわれているのである。一般的利潤率に関連して「剰余価値からの控除」

という用語が使用されているのば，第3巻においてこの1箇所のみである。

　「剰余価値からの控除」の用語例を「経済学批判要綱』から引用しておこ

う。

　「労働そのものが生産していると考えるならば，労働がその価値増殖をす

　るあいだ必要とする前貸の増大はすべて……剰余価値からの控除として現

　れる」11。
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　この1要綱の事例は，その位置からして，おそらく，純粋流通費用投下

の場合も含んでいわれたものと推察される。その純粋流通費用投下の場合の

一
般的利潤率の分子は，いうまでもなくmのみである12。

　要するに，第3巻段階において，「剰余価値からの控除」とは，一般的利

潤率の低下に等価なのである。

　さて，若干脇道にそれたが，詳細ぱ前稿を参照いただくこととして，上の

事例からも明らかなように，マルクスにとってのp’は定義式によってのみ

計算されているのである。

　他方，II）．式がマルクスにとっての鉄貝1」であることには誰も異存あるま

い。

　いうまでもなく1）とII）とは本来無矛盾的に両立しえない。それにもか

かわらず，両者を併存させる課題がマルクスに与えられていたのである。し

たがって，一見不合理な事態を容認しているかの如き文章となっているので

ある（この点についての詳細は前稿を参照）。

　マルクスに課されたものは，定義式を前提したままで，その場合に発生す

る純粋名目価値としてのzの補填価格を，合理的に説明しうる実質価値の

分解分としての価格に転化させることである（勿論，そんなことは絶対に不

可能なことだが）。

　この課題を何とか解決せんものとして苦吟しつつ試行錯誤を重ねた過程に

生じたのが，いわゆるbについての困難なのである。したがって，p’が定

義式か否かの問題についての結着を放置したままで論じられている，いわゆ

る「流通費用の資本化論」が，この問題について何の説得性も持たぬこと

は，明らかである。単なる資本化（p’の分母または分子への算入）の問題

であれば，b＋bP’の両者が問題となっているはずであるが，マルクスが論

じているのは、b＋bP’のうちのbそのものの持つ困難性なのである。

　一方，1130というΣVによる数字例の正しさを実証するために提起され

たのが，いわゆる困難な問題だとする，井田喜久治氏に代表される見解もま
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た誤りであることは明らかである。マルクスは，純粋名目価値という，いわ

ば厄介者を片づけるために坤吟しているからである。それをあっさりと容認

するなら，それまでのB＞0，z＝0で検討してきたことは，一体どうなって

しまうのか？！

　従来の諸見解に対する批判はさておき，先のように考えるならば，z＞0

の場合の叙述に次の2通り存在する意味も諒解できよう。

　①　zの補填価格K，bが共に純粋名目価値として説かれている部分（数

　　字例としては，1080＋50＝1130が示されている部分）

　②　zの補填価格K，bのうち，片方を非困難，他方を困難として諸問題

　　が検討される部分

　以上の2部分のうち，もし，①についてマルクスが肯定しているとすれ

ば，②の叙述など無用の試みにすぎまい。①について不満足であったれば

こそ②の部分での試行錯誤（それがそもそも無駄な試みであったとはいえ）

が行な：われたのである。

　z＞0の場合が，上のような2つの部分から構成されているという事実の

確認は，これまでほとんどなされてこなかった。わずかに，古く，公文道明

氏の指摘13があるのみである。

　さて，以上のように①の部分の持つ問題性と②との関連，②の持つ意

味が概括的に明らかとなったので，②の部分の詳細について見てみよう。

　②の部分は，内容的に見れぽ，表1のように4つの場合に分割しうる。

俵1＞

い．K＞0 iL‘．　K＝0

イ’．b＝0 舌 c

ロノ．b＞Ol ⑧ b

②の部分において，上の表1の4つの場合のうち，マルクスが実際的に
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言及しているのは，3，C，　Sの3つである。何故なら，　Sに相当する部分

においてKの補填価格問題を片づけたQ実は，片づいてはいないのだが）

マルクスは，暗黙の内にK＝0を仮定し，ほとんどの箇所においてCと⇔

との対比によってb特有の困難を論じているからである。

　この物的費用と人的費用とを区分して取り扱う方法（流通過程の費用とし

ては，価値創造という観点から見る限り，本来，その2つの費用の間には何

の区別も存しないはずであるが）ぱ，そのやり方として，第1巻第7章にお

ける価値形成の観点から見たcとvとの区別づけに相似している。しかも，

そこでは，cが「価値形成において何の役割も演じない」14が故に，それを

ゼロと仮定して問題を論じてもいる。筆者は，このことを根拠として，②

の部分における問題の論じ方を，かつて，「生産過程擬制説」と命名したの

である15。

　ちなみに，表1における♂の場合の持つ問題性の解析に成功したと思わ

れるのは，現在のところ筆老以外にいないであろう。

　実は，この⇔の問題が解かれることなしにぱ，b＝0の場合とb＞0の場

合との対比が繰り返して行なわれていることの意味が皆目掴みえないのであ

る。

　実際の叙述の順序が上のような理解に近づくことを一層妨げている。

　それは，「そこで次のことが問題になる。商業資本家　　ここでは商品取

引業者　　の使用する商業賃金労働者についてはどうであるか？」16という

問題提起（これは，内容的には表1の◎の場合に相当する）から始まって

おり，その後も，商業労働者についての問題を中心的に論じているので，読

者は，目を暗まされてしまうのである。

　⑧→⑥→⇔という内容的な整序をした上で読んでこそ，b＞0の場合の問

題性の意味が判明することを忘れてはならない。

　でぱ，♂に相当する部分において，マルクスは何を言っていたのか？

　それは，次の通りである。

9 25



　「商人　白身の労働……但馬　は単なる流通担当者としては，価値も剰余価

　値も生産しない（というのは，彼が彼の出費によって商品に付加する追加

　価値は，前もって存在する価値の付加に帰着するのであるから。もっとも

　ここでは，彼の不変資本のこの価値を，彼はいかにして維持し保存するの

　か？との疑問が押え切れない）……」17。

　これを筆者なりに解読すれば次の通りとなる。

　商人自身の労働によって，消費された不変資本〔物的取引費）の価値がこ

の不変資本から転売商品に移される。したがって，この古い価値は，転売商

品の総価値の構成部分として再現するが，しかし，それは転売商品の販売過

程で生ずるのでぱない。それは，ただ前もってvorher前貸資本の構成部分

として存在していたから，転売商品の総価値の構成部分として存在するので

ある。すなわち，支出された不変資本は，それ自身が転売商品の価値に付加

する商品価値の部分によって補填されるのである18。

　マルクスぱ，この箇所で，おそらく上のような事を言いたかったに違いな

い。

　勿論，この論法は，一’見してわかるように，それまでのマルクスの理論か

らすれば不合理極まりないものである。だからこそ，彼も，次のような但し

書きを付加しているのである。

　「ここでは，彼の不変資本のこの価値を，彼はいかにして維持し保存する

　のか？との疑問が押え切れない」19。

　そのような馬鹿馬鹿しいことをマルクスが考えるはずがない，と，多くの

論者は反発し批難の声をあげるに違いない。では，問おう，あなた方であれ

ばどのように解釈できるのか？と。単なる反発からは何事も始まらぬ。代案

を示して反論すべきである。

　マルクスは，上の如き強引な論法によって，それまでは（以前の1130の

数字例においては），純粋名目価値付加分であったKの補填価格を，定義式

を堅持したままの状態において，実質価値（現実価値）の分解分としての価
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　　　　　　　　　　　　　　　　　商業資本論の論争点について「1）．但馬ノ

格に転化したのである。

　代数式で示ぜば次の通りである。

　　　　　m　・グ＝
　　　　fe十B十K
　・ΣV＝名目価値＝k（1＋p’）＋（B＋K）p’寸K

　　　　　　　　＝（k十m）十K

　実質価値＝（k＋m）＋K（前もって存在する価値の移転分）

　　　∴実質価値＝名目価値

　マルクスは，その論証方法に自問しつつも，上のように結論づけたのであ

る。つまり，商人自身の労働は価値も剰余価値も生産しない，とはそのよう

な含意のものであったのである。

　かくして，b＝0の場合には，二大鉄則が曲がりなりにも両立しえたこと

になる。

　この実証の後に，始めて⇔の場合の困難の内容が了解しうる。

　「困難というのはこうである。商人自身の労働時間と労働は，すでに生産

　された剰余価値の分け前を，彼のために作り出すとはいえ，価値創造労働

　ではないのだから，そこで，彼が商業労働力の購入において支出する可変

　資本については，どういうことになるのか？」20。

　ここでマルクスは，b＝0の場合商人自身の労働は非価値創造労働であっ

たのにb＞0の場合には，商業賃労働者の労働（商人自身の労働と同じく本

来ぱ非価値創造労働であるぱずの労働）によって価値創造がなされたように

見える，それが困難だ，といっているのである。

　代数式でその間の事情を示してみよう（但し，K＝0という暗黙の仮定が

そこで前提されているものと思われる）。

　・b＝0の場合

　　　ΣV＝々＋ηz＝名目価値＝実質価値

　・b＞0の場合

　　　ΣV＝名目価値＝（fe＋ne）＋b＞実質価値（＝k＋m）
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　Kによって買入れられる商業用資材に前もって存在する価値が備わって

いるKの場合とは異なり，bによって買入れられる労働力それ自身は価値

を持っていない。したがって，bの場合にはその補填価格に対して，前もっ

て存在する価値の移転分云々という論法を使用することができないのであ

る。かくして，bの補填価格ぱどうしても純粋の名目価値とならざるをえな

くなるのである。

　この困難に直面したから次の如き問いとなるわけである。

　「この可変資本は，費用支出として，前貸商人資本に算入されるべきなの

　か？」21。

　ところがマルクスは，販売価格の問題を厳密に検討することなく，次のよ

うな別の論点を持ち込んだ問題を導入してしまう。

　「算入されるべきものとすれぽ，それは商業資本の本質と矛盾するように

　見える」22．。

　もし，この商業資本の本質が，商業労働の非価値創造という問題との関連

で持ち出されたのであれぽそれ以前の問題との連繋が保たれているのである

が，実はそうではなかった。この点も読み手を惑わしている大きな要因とな

っている。

　その「商業資本の本質」とは次の通りのものである。

　「この資本種類滴業資本……但馬）が資本として機能するのは，産業資本

　のように他人の労働を運動させることによるのではなく，それ自身が労働

　すること，すなわち，買いと売りとの機能を果すことによるのであり，ま

　さにかくすることの代償としてのみ，そしてかくすることによってのみ，

　産業資本によって生産された剰余価値の一部を，自分の方へ移す」23。

　これがマルクスのいう「商業資本の本質」である。

　確かに産業資本家の場合とは異なり，商業資本家の場合は，労働老を雇う

ことなく営業をすること（資本家であること）が可能である。しかし，それ

は原理的にそうであるということであり，現実の問題としては営業規模の大
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　商業資本論の論争点について（1）（但馬）

きさに応じて賃労働者を雇用せざるをえないのである。したがって，そのよ

うな原則を楯にして「商業労働は商人自身がしなければならぬ」などという

本質規定が生じる謂れはどこにもないし，実際の事情にもそぐわないのであ

る。

　では，何故にかくの如き珍妙というべき「商業資本の本質」規定が登場し

たかといえぽ，おそらく，b＝0の場合にのみ商業価格が合理的に説明しう

る（その場合の商業的価格追加分は，K＝0の仮定下では，　BP’）のに対し，

b＞0の場合の商業価格（その場合の商業的価格追加分は，BP’＋bP’＋bで

あり，特に，bそのものが純粋名目価値という説明し難い価格成分となる）

の内に説明し難い部分があるということからそうなったのであろう。後の部

分において商品買取資本と商業費用との商業的価格追加分への算入の仕方の

差違（その差違を規定したのは他ならぬマルクス自身であるはずなのに）を

も忘れて，商人自身が労働する時は利潤のみが価格算入し，労働者が雇用さ

れた場合には利潤ぼかりでなく元本（bそのものについての）までが算入さ

れることが困難とする叙述が見られるが，「商業資本の本質」規定は，同様

の混乱的思考の下で生れたものといえるであろう。

　とはいえ，いかに不合理であろうが一度作られてしまったものは，その後

の展開に影響する。

　マルクスは，b＞0の場合に矛盾があるとしても，　b＝0と仮定すると（す

なわち，小規模分散経営の多数の商業資本が流通を担当するとなると），商

業資本の自立化の利益が失われることになり＠、’〈p。’〈p’となるというこ

と。ここで，Pi’＝多数の小規模商人が流通を担当した場合の利潤率，　p。’＝

産業資本が自ら流通を担当した場合の利潤率，p’＝商業労働者を雇用する大

規模経営商人を中心とする商業資本が流通を担当した場合の利潤率），その

ことを理由に「商業資本の本質」規定を葬ってしまう。流通過程を担当しえ

ないようなb＝0の場合であるなら，もともとrb＝0でなけれぽならぬ」な

どという規定を持ち出さねばよいと思われるのだが，無駄な回り道をした後
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に次の関係を確認する。

　　　　　　Bl＝rb＝Oの場合の商品買取資本量」，但しK＝O
　BI＞B＋b
　　　　　　B＝「b＞0の場合の商品買取資本量」，但しK＝0

要す・にP’（ mん＋B十b）・P・’（－k）・いう関係がbの投入によ・て

達成されたのだということがその不等式によっていわれているわけである。

ちなみに，この不等式は，利潤率計算が定義式によってなされる場合にのみ

意味を持つ。

　さて，上の不等式関係によってbの利潤率式への算入の根拠をとにもか

くにも獲得したマルクスぱ，今度は，本来の困難に直面する。というのは，

b＞0の場合の商業的価格追加分のうち，（B＋b）p’にっいては，〃z＝勧’＋

（B＋b）p’より明らかなように実存価値mの分解分であることが保証されて

いる（マルクスはその点について，「平均利潤を支払うに足りる」24，という

言い方をしている）が，bそのものの補填価格は，純粋名目価値（マルクス

流にいえば「価格の新たな一構成部分」25）となってしまうので，それが

「困難な点」26であるわけである。

　純粋名目価値は無論，説明し難い不合理な価格成分である。そこでマルク

スは，販売価格は、（1）B＋（B＋b）pt＋bかそれとも（2）B＋（B＋b）グまた

ij　B＋BP’＋bか，という問いを提出する。商業的価格追加分が（B＋b）ガ

であることもBP’＋bであることも無論ありえないことであるが，もし，そ

れが（B＋b）獅であれぽΣVが価値通りの価格となる27のでそういったまで

のことであろう。（B＋b）獅＝Bグ＋bについても同じである。要するに，b

の投入によって発生する2つの価格成分を分断してみただけのことである。

何故なら，両者が算入されることによって不合理な事態が発生したことだけ

は確かであるからである。

　マルクスの追求は，事実上そこで終る。それ以後，「困難な点を精密に確

定しておこう」L’s’として，B，K，bの価格成分についての検討を重ねるが，

内容的にはそれまでのものとほぼ重複する。ただ，後の方におけるB＝100，
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　商業資本論の論争点について〔lj．但馬、

b＝10，p’＝0．1と仮定した数字例がその難解さ故をもって様々に誤解されて

いるが，これも，それまでの論点のむしかえしにすぎない。但し，そこで

は，b＞0の場合のΣVが12Lb＝0の場合のΣVが220と，これまでと逆

の順序となっているのでやや唐突な感じを受けることは否めない。また，

・一・の場合の商品買聴本…の算出方法（100＋具一2　　　　P　）の奇妙さという

点もあるが29，それらについては取るに足らぬことであろう。

　結局，マルクスは商業資本が流通過程を担当した場合の補填価格問題を解

決しえないまま，問題を産業資本が自らの商人である場合に移しかえて検討

しようとするところで第17章を終えている。商業費用の補填価格問題は，

商業資本自立化後の状況であれ，産業資本が自らの商人の場合であれ，原理

的には同一であるから，単なる場面転換からは何も生れぬことは明白であ

る。

　かくして，マルクスにとって真の困難とは，定義式を前提とした場合，商

業費用一般の補填価格に合理的な説明を与えることであったのである。ちな

みに，b特有の困難な問題についての断片的な指摘は，すでに『要綱」のノー

トVで行なわれており，その部分と『資本論工の当該箇所との比較検討30

が，新メガの完読を通じて，再度行なわれるべきである。
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